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第1章 はじめに 

 

1.1. 研究開発の背景 
 

現在、自動車産業においては自動走行という大きなイノベーション（創造的破壊）の変

化の真っただ中にある。日本国政府は、自動車産業という基幹産業の競争力強化を狙っ

て、この変化の中、日本を自動走行のイノベーションの中心地にするべく取組みを始めて

いる。 

具体的には、2001 年の IT 基本法に基づき設立した高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部（IT 総合戦略本部）が活動を推進している。2013 年には、「世界最先端 IT 国

家創造宣言」を出した。2016 年には、その 3 訂版が出された。該宣言は、言及する範囲

が広いが、自動車に関しては、世界で最も安全・環境に優しく経済的な道路交通社会の実

現を目指すことが記載されている。また、自動走行システムの開発・実用化等を推進する

方針が示されている。 

このような国家目標を背景として、総合科学技術・イノベーション会議で創設された

「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の自動走行システムに係わる研究開発」

の一部として、本研究開発は実施される。戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

は、各省庁の管轄の下、それぞれ特徴あるプロジェクトが実施される。本研究開発は、総

務省の“ICTを活用した次世代 ITS の確立”のテーマの 1 つである“自動走行システムに必

要な車車間通信・路車間通信技術の開発”に該当する。 

 

1.2. 研究開発の目的 

 

自動走行システムには、2 つの考え方がある。「自律型自動走行システム」と「協調型

自動走行システム」である。車に搭載したセンサやカメラなどの機器だけで周囲の状況を

判断して走行するのが、自律自動走行システム。一方、それに加えて、車外から無線通信

を通じて情報を取得し、走行するのが、協調型自動走行システムである。協調型自動走行

システムは、通信を活用し、センサ検知範囲より先の情報の取得や、周辺車両と連携協調

することで、より安全・安心で円滑な自動走行が実現できると考えられる。本研究開発

は、協調型自動走行システムの実現を目的とし、それに必要となる通信・サービスの技術

開発を目指す活動である。 

協調型自動走行システムにおいて、無線通信は、きわめて重要な技術である。日本で

は、ドライバーへの安全運転支援用システムが 2015 年に実用化されており、それに用い

る車車間・路車間通信として 700MHz 帯 ITS 通信が標準化されている。本研究開発で

は、協調型自動走行システムの早期実現という観点で、この 700MHz 帯 ITS 通信を協調

型自動走行システムに適用することを念頭に研究開発を行う。その中での取組みは大きく

2 つに分けられ、1 つは自動走行のための車車路車協調システムの通信・サービスに関す

る研究、もう 1 つは車車路車協調システムの普及促進に関する研究である。本研究開発

は 3 ヶ年度に渡って実施しており、これまで通信・サービスに関する研究、普及促進に
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関する研究を進めてきた。前者については、既に安全運転支援用に実用化されている

700MHz 帯 ITS 通信をベースに、その自動走行のユースケースに対する適用性や課題に

ついて、通信・サービスの両面から明確化し、700MHz 帯 ITS 通信の通信性能を改善す

るための技術開発を行ってきた。また、後者については、複数の運転支援サービスが競合

した場合の支援方法の検討や、非一般車両（緊急車両や公共車両）との通信を利用したア

プリケーションの有効性の検証、様々な道路環境における普及価格帯車載システムにおけ

る性能検証等を実施することで、車車路車協調システムの普及につなげる研究を行ってき

た。最終年度となる本年度は、昨年度までの取組みにより明らかになってきた課題への対

策や、より具体的で実用化を意識した技術やシステムの検討と提案を行うことを重視し、

普及促進よりも協調型自動走行システム実現のための通信・サービスに関する研究開発に

注力する。 

協調型自動走行システムの実用化に向けては、様々な課題があることが想定され、本研

究開発だけではそれら全てをカバーすることは難しい。しかし、本研究開発により、特に

協調すべき技術領域における課題の幾つかは解決され、早期実用化に向けた開発を押し進

めることができると考える。 

 

1.3. 第１章まとめ 
 

自動走行システムは、交通事故の低減や社会問題化している高齢者の運転に対する有効

な技術開発テーマとして考えられている。また産業の高度化の事例としても自動車産業に

大きな影響を及ぼすと予想されている。 

本研究開発の目的は、協調型自動走行システムの実現である。自律型自動走行システム

の限界を超える安全・安心で円滑な自動走行を実現するためには、高度化された車車間通

信・路車間通信技術を応用した協調型自動走行システムを実現することが必要と考えられ

る。 
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第2章 研究開発目標 

 

前章で説明した本研究開発の目標を 2 つの視点で示す。1 つ目は、社会的波及効果（ア

ウトカム目標）、2 つ目は技術的達成目標（アウトプット目標）についてである。 

 

2.1. 社会的波及効果（アウトカム目標） 
 

「第 10 次交通安全基本計画」（平成 28 年 3 月）においては、「2020 年までに交通事

故死者数を 2,500 人以下とし、世界一安全な道路交通を実現する」と目標を設定してい

る。図 3.3.1-1 に交通事故死者数の 2016 年 12 月までの推移を示す（出典：平成 28 年中

の交通事故死者数について 警察庁交通局）。2016 年の交通事故による死者数は、3,904

人で 1949 年以来の 3 千人台となった。これは、国家公安委員会委員長のコメントにある

ように、国民一人一人を始め、交通ボランティアやマスコミなど関係方面の協力により、

交通安全の確保に取り組んできた結果である。ただ、2020 年までに交通事故死者数を

2,500 人以下にするという目標をあと 3 年で達成するためには、これまで以上の取り組み

をしなければならない。万能な対策方法があるわけではないため、あらゆる手立て（悪

質・危険な違反の取り締まり、計画的な交通安全施設の整備、地域の交通実態に即した防

止対策など）を総動員し、引き続き強い決意をもって取り組まなければならない。死者 3

人以上の交通事故の発生状況（平成 28 年 12 月 28 日現在）を精査してみると、本研究開

発で取り組んでいる技術が実用化され、広く普及していれば回避できた可能性のある事案

も散見される。 

（事例 1）2 月 2 日 高速道（三重）、死者 3 人、非常駐車帯に停車中の作業車に衝

突、車外で作業中の作業員が死亡した。作業車の存在情報が、通信を使って後続走行車に

伝わっていれば回避された可能性がある。 

（事例 2）5 月 29 日 国道（群馬）交差点、死者 4 人、大型自動二輪と乗用車が出合い

頭に衝突。通信を使って先読み情報で危険を予知できていたなら回避された可能性があ

る。 

 

 

図 3.3.1-1 2016 年までの交通事故死者数の推移 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

交
通
事
故
死
者
数

[人
]

年



 

 

7 
 

SIP 自動走行システムプログラムでは、その研究開発計画の中で、2017 年までに信号情

報や渋滞情報等のインフラ情報を活用したシステムや、さらに 2020 年代前半を目途に準

自動走行システム、2020 年代後半以降に完全自動走行システムの市場化を目指すと記載

されている。これらの実現に向けて、車載センサによる自律型システムと ITS 通信によ

る協調型システムのそれぞれが発展することが必要と考えられる。本研究開発は協調型シ

ステムに関するものであるが、協調型システムと自律型システムの両方が機能することに

より、「交通事故死者 2,500 人以下／年を達成すること」を社会的波及効果（アウトカム

目標）としたい。 

 

2.2. 技術的達成目標（アウトプット目標） 
 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の自動走行システム研究開発計画には、

自動運転レベルおよびそれを実現する安全運転支援システム、自動走行システムの概要と

責任関係が定義され記載されている。 

 

 

図 3.3.1-1 自動運転レベル及びそれを実現する自動走行システム・ 

運転支援システムの定義 

 

本研究開発は、上記自動走行システム研究開発のうち、総務省の担当する“ICTを活用し

た次世代 ITS の確立”に係わる。その目指す自動運転のレベルは、レベル 1 からレベル 3

に渡る。ICT を活用した次世代 ITS の確立の基本計画書には、以下の区分により研究開

発を実施すると記載されている。 

 

I. 自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発 

II. 歩車間通信技術の開発 

III. インフラレーダーシステム技術の開発 

 

本研究開発は、I.の「自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発」
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を担当し、通信技術に関する研究とサービスに関する研究を行う。具体的には、通信技術

に関する研究では、安全運転支援用に標準化されている 700MHz 帯 ITS 通信を、協調型

自動走行システムへ適用した場合の課題に対応する通信方式の改良や、将来のアプリケー

ションの拡がりを見据え、更なる性能改善を目指した通信方式の開発に取組む。サービス

に関する研究では、協調型自動走行システムの先読み情報を活用した具体的なユースケー

スについて検討し、それらを実現する上で必要となる、通信で伝達すべき情報の検討や、

通信を使った情報のやり取り手順の開発を行う。また、自動走行車両と手動走行車両が混

在走行することを想定したユースケースの提案及び検証や、実用化・普及に向けたデータ

処理の効率化手法の開発についても取組む。 

 

これらの研究を行うことにより、「自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信

技術」を実現し、自動運転のレベル 3 に必要な技術を用意することを、技術的達成目標

（アウトプット目標）とする。 

 

2.3. 第２章まとめ 
 

研究開発目標として、社会的波及効果（アウトカム目標）と技術的達成目標（アウトプ

ット目標）を設定した。社会的波及効果（アウトカム目標）としては、交通事故の発生件

数・死者数・負傷者数を劇的に減らし、「交通事故死者 2,500 人以下／年を達成するこ

と」を目指す。それを実現するために、車と車、車と道路インフラが協調する安全運転支

援システムによる事故防止の実現を図る。 

技術的達成目標（アウトプット目標）としては、「自動走行システムに必要な車車間通

信・路車間通信技術」を研究開発することで、自動運転のレベル 3 に必要な技術を用意

することを目指すより安全・安心で円滑な自動走行の実現を目指し、そのための協調型自

動走行システムの早期実用化に向けた研究開発を実施する。 
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第3章 研究開発体制 

 

3.1. SIP 全体開発体制から見た総務省プロジェクトの位置付け 
 

第 107 回総合科学技術会議で、安倍総理から日本が世界一を再び目指すためにイノベー

ションを重視する旨の発言があり、それを受けて SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）と ImPACT（革新的研究開発推進プログラム）が創設された。SIP は、府省・分

野の枠を超えた横断型プログラムであり、研究から出口までを見据えた取組みを推進す

る。対象課題として、以下の 11 テーマが選定された。 

 

・ 革新的燃焼技術 

・ 次世代パワーエレクトロニクス 

・ 革新的構造材料 

・ エネルギーキャリア 

・ 次世代海洋資源調査技術 

・ 自動走行システム 

・ インフラ維持管理・更新・マネジメント技術 

・ レジリエントな防災・減災機能の強化 

・ 次世代農林水産業創造技術 

・ 革新的設計生産技術 

・ 重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保 

 

本研究開発活動は「自動走行システム」に係る研究開発の一部として実施される。「自

動走行システム」のプログラムディレクターとして、2016 年 4 月よりトヨタ自動車株式

会社の葛巻清吾氏が就任された。図 3.3.1-1 で示す実施体制（出典：SIP 自動走行システ

ム研究開発計画より）の座長 PD にあたる。葛巻清吾プログラムディレクター（以下、

「PD」という）は、研究開発計画の策定や推進を担う。 

自動走行システムの研究開発プログラムは、内閣府が事務局を務め、その下に警察庁、

総務省、経済産業省、国土交通省が役割を分担し、各プロジェクトを推進する。その中

で、総務省プロジェクトの位置付けは、「ICT を活用した次世代 ITS の確立」である。

図 3.3.1-1 で示す「総務省→研究主体」の部位にあたる。 
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図 3.3.1-1 実施体制 

 

総務省が推進するプロジェクト「ICT を活用した次世代 ITS の確立」は、以下からな

る。 

I. 自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発 

II. 歩車間通信技術の開発 

III. インフラレーダーシステム技術の開発 

 

3.2. 総務省プロジェクトにおける本研究開発の位置付け 
 

本研究開発は、3.1 節で示した総務省が推進するプロジェクトの「I. 自動走行システム

に必要な車車間通信・路車間通信技術の開発」に該当し、株式会社デンソー、パナソニッ

ク株式会社、パイオニア株式会社、国立大学法人電気通信大学の 4 研究機関が研究主体

である。本プロジェクトの中では、テーマ課題が複数に分かれており、4 研究機関が分担

し取組んでいる。研究開発テーマ（課題）と担当研究機関を表 3.3.1-1 に示す。 

表 3.3.1-1 研究開発テーマと担当研究機関 

 

 

 

 

 

 

 

パイオニア株式会社は、表 3.3.1-1 で示したテーマのうち、課題 c-1) について取り組ん

だ。以下、パイオニア株式会社の担当するテーマの概要について記載する。 

課題 a) 車車路車協調システムの通信に関する研究開発 ··························デンソー 

課題 b) 車車路車協調システムのサービスに関する研究開発 ············· パナソニック 

課題 c) 車車間通信の自動走行への応用課題に関する研究開発 

課題 c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討 ············· パイオニア 

課題 c-2) 非一般車両と自動走行車両の混在時における課題抽出 ········デンソー 

課題 d) 自動走行の通信に関する研究開発 

課題 d-1) 分散協調 ITS 通信技術開発 ····································· 電気通信大学 
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課題 c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討 

協調型合流支援の処理を効率化するために合流時の合意形成および継続監視すべき対象車

両を事前に選定し絞り込む。 

 

3.3. 研究者一覧 
 

① 研究責任者 

氏名  ：矢部 一夫 

所属  ：商品統括部 技術開発部 先行開発部 

住所  ：埼玉県川越市山田２５－１ 

電話  ：049-228-6953 （内線）4759 

FAX  ：049-228-6492 

E-mail：kazuo_yabe@post.pioneer.co.jp 

 

② 経理責任者 

氏名  ：山田 雅也 

所属  ：商品統括部 事業戦略部 先行企画部 

住所  ：埼玉県川越市山田２５－１ 

電話  ：049-227-0623 （内線）4907 

FAX  ：049-228-6187 

E-mail：masaya_yamada@post.pioneer.co.jp 

 

③ ビジネスプロデューサ 

氏名  ：柴崎 裕昭 

所属  ：商品統括部 事業戦略部 先行企画部 

住所  ：埼玉県川越市山田２５－１ 

電話  ：049-227-0623 （内線）6871 

FAX  ：049-227-0629 

E-mail：hiroaki_shibasaki@post.pioneer.co.jp 

 

3.3.1. c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討 

 

・担当研究者 

矢部一夫、榎本 清、松本 令司、高橋 哲也、青木 岳、佐藤 翔太、 

根上 卓也、岡澤 昌行、原 聡、長沢 秀哉、君塚 和弘、木村 勝己、 

古山 亮、豊岡 伸明、藤原 稔樹、石川 真生、田中 宗介 
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3.4. 研究開発実施場所 
 

実施場所： 

パイオニア株式会社 川越事業所 

首都圏周辺 

 

3.5. 第３章まとめ 
 

本章では、本研究開発の位置付けと実施体制について記載した。本プロジェクトは 4 つ

の研究機関が研究主体となり、その中でパイオニア株式会社は、「c-1）複雑な道路形状

における車車間通信の課題検討」を担当した。本プロジェクトは、4 研究機関が互いに連

携協力する方針で進めてきた。ほぼ 3 ヶ月に一回のペースで連携会議を開催し、相互理

解を深め、実験協力等も行った。さらに、4 研究機関の研究内容の相互理解と研鑚のた

め、技術討論会を実施した。 
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第4章 研究成果の要約 

 

4.1. 年次目標 
 

研究課題に対する平成 28 年度の年次目標について述べる。 

 

4.1.1. c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討 

 

I. 自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発 

課題 c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討 

＜年次目標＞ 

既存の 760MHz 帯高度道路交通システムを応用して自動走行の機能を実現する際に

影響する要因を検討し課題を明確化する。また、その解決方法を提示する。 

＜内容＞ 

自動走行車の普及段階で必ず訪れる非自動および自動走行車が混在する期間に着目

し、協調型合流支援の処理を効率化するために合流時の合意形成および継続監視すべ

き対象車両を事前に選定し絞り込む。既存の 760MHz 帯高度道路交通システムを応

用して、自動走行車がスムースな自動走行を実現に寄与するために必要な情報を検討

し、その効果を確認する。その上で、車車間通信メッセージへ付加すべき情報を提示

する。 

 

4.2. 成果概要 
 

本研究の成果概要について説明する。 

 

4.2.1. c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討に対する成果 

 

＜H28 年度実績＞ 

H28 年度実施計画書の年次目標および内容に沿い以下の研究を実施した。 

・ 複雑な形状の道路を自動走行車が走行する際に、車車間通信で送信する自車位置

精度の異なる非自動走行車と自動走行車が混在する場合、自動走行車と関連のあ

る車両を効率的にフィルタリングするために有効な付加情報についての仮説を立

てた。付加する情報源として、道路リンク ID、区間 ID などをあげ、複雑な道路

の各分岐地点での情報提供方法も含めた仮説の論理的な実現可能性を道路構造タ

イプ毎の分類と検証で仮説の一般化を机上検討で行った。 

 

・ 次に、仮説の実使用での効果をシミュレーションで確認するために、シミュレー

ション用実走行データの取得に必要な車両や車載機および高精度 GPS システム、

評価用通信機を準備し走行実験を行った。具体的には、9 月 7 日～9 日、9 月 12

日～16 日、9 月 23 日、11 月 22 日～25 日に予め選定した首都圏周辺の複雑な道
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路形状をした数ヶ所の自専道および一般道のエリアで、複数台の車両それぞれに

車車間通信に対応した車載機と高精度 GPS システムを搭載し、複雑な形状内の道

路を走行しながら、車両が取得できる車車間通信送受信データ、普及ナビゲーシ

ョンレベルの自車位置情報、高精度自車位置情報などの実走行データの収集を行

った。 

 

・ 走行実験で取得した実走行データを使って、選定した自専道と一般道でシミュレ

ーションを行い、仮説の付加すべき情報の有効性を検証し、その検証結果と車車

間通信データセットへの提案を報告書にまとめた。 

 

＜実施場所＞ 

パイオニア株式会社 川越事業所 

首都圏周辺 

 

4.3. 第４章まとめ 
 

課題 c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討として、非自動走行車と自動走

行車が混在する環境下で自動走行車が複雑な形状の道路を走行する際に、自車に関連のあ

る車両を効率的にフィルタリングするために有効な付加情報についての仮説を立てた。道

路の構造タイプ毎の分類と選定をして特徴的な道路構造のエリアでの机上シミュレーショ

ンにより仮説の論理的な実現可能性と一般化検証を行った。また、先に分類した特徴的な

道路構造のあるエリアで実走行データを取得し、それを使ったシミュレーションで仮説の

実使用での効果確認を行い、その検証結果と現行の車車間通信への提言として報告書にま

とめた。 
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第5章 研究成果 

 

5.1. 研究課題 c-1) 複雑な道路形状における車車間通信の課題検討 
 

研究課題 c-1)に対して実施する研究の目的及び内容について以下で説明する。 

 

5.1.1. 研究目的 

 

本研究は、自動走行システムの実用化のため、実環境上での運用可能な高い信頼性を有

する車車間通信技術を確立することを目指して、3 年計画で立案された。本報告書はこの

3 年計画の内、最終年度の成果を報告するものである。本年度の研究においては、特に自

動走行車両が複雑な形状の道路を走行中に発生する課題に着目し、このような状況におい

ても適切に情報伝達が可能な車車間通信メッセージセットの最適化を行うことを目的とし

ている。 

具体的な研究目的について述べる前に、まず、自動走行システムの実用化を目指すうえ

で車車間通信技術の果たす役割について説明する。自動走行を実現するにあたっては基本

的に車両にカメラやレーザーレンジセンサ等を搭載し、周囲の交通状況をセンシングしな

がら自律的に走行する。このようなセンサを用いた車両単独での自律走行機能に加えて、

車車間通信を利用することで他車両と協調した円滑な車両制御を行うことができると考え

られる。例えば、合流や路線変更時においては、車車間通信を用いて車両間で合意を形成

し、車速や予想経路等をやりとりすることで円滑かつ安全な制御を実現できる。また、自

律センサでは検知することが困難な建物や交差点の影に隠れた車両も 760Mhz 帯の回折

性の高さから事前に検知することができるため、突然現れた車両に対して急な制動を行う

といった危険な状況を回避することが可能である。このように、車車間通信によって得ら

れる先読み情報は他車両と協調しながら走行する自動走行システムを実現するうえで有用

な情報であるといえる。 

しかしながら、公道等の実環境を走行中の自動走行車両に車車間通信システムを適用す

るにあたっては、幾つかの課題が認識されている。特に、本研究で対象とする複雑な形状

の道路を走行中においては、大きく分けて二つの課題が存在する。 

一つ目の課題は自車両と関連しない車両の情報も受信してしまうことである。この課題

は特に立体交差等の複雑な道路形状を走行中に顕著に問題となる。例えば、交差点と並走

する高架による立体交差では、交差点を走行中の車両と高架を走行中の車両は物理的に交

差することは無い。しかしながら、このような関係性の道路同士を走行中であっても、間

に遮蔽物が無い等、電波の伝搬条件が良好な際には、車車間通信メッセージが到達するた

め、本来であれば自車両と関連しない車両の情報を受信してしまう可能性がある。協調型

の自動走行を行う上では、周囲の車両との情報交換を行う必要があるが、このような自車

両と関連しない車両を対象とすることは非効率であり、演算処理の負荷増大につながると

考えられる。平成 27 年度の研究においては、様々な構造の立体交差を対象として実走行

試験を行い、車車間通信メッセージの到達状況を評価した。その結果、走行コースとした

立体交差において、物理的に交差しない道路間であっても車車間通信メッセージが到達
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し、本来関連しない車両のデータを受信してしまうことが確認された。そのため、効率的

に協調処理を行うためには、自車両と関連する車両を何らかの手段で抽出する必要性があ

ることが示唆された。 

二つ目の課題は自動走行機能を持たない非自動走行車両の位置精度の問題である。この

課題は自動走行車両が普及する過程で発生すると考えられる。自動走行車両の普及段階に

おいては自動走行車両と非自動走行車両が混在することとなるが、車車間通信の観点から

見た両者の違いの一つとして、要求される自車位置の測位精度が異なる点が挙げられる。

自動走行車両は自動走行を実現するため、GPS や加速度センサに加えて、カメラ、レー

ザーレンジセンサ等を用いて、誤差範囲が数 cm オーダーという非常に高い自車位置の測

位性能が要求される。対して、非自動走行車両においては、市販のカーナビゲーションの

自車位置更新のために測位結果を用いるため、自動走行車両程の位置精度は必要とされ

ず、GPS の測位状況によっては 10m 程度の誤差が発生する場合も存在する。自動走行車

両が非自動走行車両より送信された測位誤差の大きい位置情報を受信した場合、非自動走

行車両との衝突余裕時間（Time-To-Collision、以下 TTC）に誤差を生じ正確な制動を妨

げ危険である。平成 26 年度に実施した実証実験においては、位置精度の違いが TTC に

与える影響を評価するため、測位システムの構成が異なる車両を用意して実走試験を行

い、測位システムの構成によって位置精度が異なることが示された。また、平成 26 年度

の実証実験では単純な丁字路での走行実験であったが、平成 27 年度においては、立体交

差等の複雑な形状の道路を走行中の際の測位性能を検証した。その結果から、緩やかに分

岐して並走するような道路では走行中の道路を誤る場合が見られた。このように、複雑な

形状の道路を走行中の非自動走行車両の位置精度では走行中の道路の特定が困難な場所も

見られた。 

本年度の研究では、これまでの研究成果より導出された、複雑な道路形状を走行中に生

じる課題を受けて、自動走行車両と非自動走行車両が混在する環境下においても、自車と

関連ある車両を効率的に抽出する手法について検討し、抽出効果を評価する。 

 

5.1.2. 研究内容 

 

本研究では、複雑な道路形状を走行中に自車と関連ある車両（以下、関連車両）を効率

的に抽出する手法について検討し、抽出効果を評価する。抽出効果を評価するうえでは、

複雑な道路形状の地点として、特に抽出効果が高いと考えられる高速道のジャンクション

や立体交差等を対象とする。例えば、図 5.1.2-1 のような高速道のジャンクションにおい

て、ジャンクション走行中の車両全ての車車間通信メッセージが赤色の自車両に到達する

ような状況を想定する。この際、関連車両はジャンクションの分岐を左折して自車両が走

行中の道路に合流する緑色の車両のみであり、その他の車両を関連車両として協調対象と

することは非効率的である。 
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出典：http://www.driveplaza.com/traffic/jct_map/5005021.html を元に作成 

図 5.1.2-1 高速道ジャンクションでの車車間通信メッセージ到達状況の模式図 

 

このような道路環境において関連車両を抽出するためには、どのような手法が適切かに

ついて考察を行う。まず、現状の車車間通信メッセージガイドライン ITS FORUM RC-

013 で定義されている情報での抽出可否の検討を行う。候補としては、道路区分情報を用

いることが考えられる。道路区分を用いることで、例えば高速道路と国道で異なった場合

には無関係な車両の排除は可能である。しかしながら、同一の道路区分であった場合には

区別できないため、道路区分のみでは正確な抽出が困難である。また、高度情報を使用し

て、車両間に一定以上の高度差がある場合には無関係な車両であると判断して対象から除

外することも考えられる。しかし、非自動走行車両の位置精度では、高度情報の誤差が大

きいこと、高速道のランプと側道などの高度差はあるが物理的に接続する道路関係におい

て、関連車両を抽出できない場合が想定される。このような関連車両の抽出が困難な場合

においては、走行中の道路を特定する情報（以下、道路特定情報）を交換し、お互いが走

行中の道路の接続関係から関連車両であるかの判定をすることが有効であると考えられ

る。 

そこで、本研究では自車と関連ある車両を効率的に抽出するための情報として、道路特

定情報を対象として、現状の車車間通信メッセージガイドライン ITS FORUM RC-013

を拡張し道路特定情報を付加した際の関連車両の抽出効果を評価する。評価を行うにあた

っては、まず関連車両の抽出を行う上で道路特定情報に必要な要件を定義し、道路特定情

報として適切な手法を選定する。ついで、本研究の評価対象地点とした、高速道のジャン

クションや立体交差を道路特定情報によりモデル化し、抽出の有効性を論理検証し仮説を

構築する。これら仮説の有効性を実環境で評価するため、実走行データを取得して抽出効

果評価のためのシミュレーションを行う。この際、取得する走行データは自動走行車両と

非自動走行車両に相当する測位精度のものを取得し、自動/非自動走行車両が混在する環

境を模擬してシミュレーションを実施する。最後に、車車間通信メッセージに道路特定情

報を格納する際に適切なフォーマットについて検討を行い、仕様拡張に向けた提言とす

る。  
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5.1.3. 道路特定情報の検討 

 

本研究では、道路特定情報を用いて自車と関連ある車両を抽出した際の抽出効果を評価

する。本項ではこの道路特定情報に必要な要件について述べ、道路特定情報として適切な

位置参照方式を選定する。 

 

道路特定情報の要件 

・車車間通信メッセージで送信可能なデータサイズであること 

車車間通信で送信可能なデータサイズである必要があり、また可能な限りデータサイ

ズを抑えるのが望ましい。 

 

・非自動走行車両が特定可能な道路単位であること 

本研究においては自動走行車両及び非自動走行車両が混在する状況下を想定してい

る。そのため、非自動走行車両の位置精度で確定できる道路の単位である必要があ

る。例えば、自動走行車両の位置精度では道路の走行レーンの特定が可能であるた

め、走行レーンレベルで分割できるが、非自動走行車両では走行レーンの特定は困難

であるため本研究では対象としない。 

 

・一定範囲において道路が一意に識別できること 

分割した道路単位に対して、それぞれが重複無く一意に識別できることが保証されて

いる必要があることを意味する。 

 

・送信側受信側の両者で共通に認識できること 

送信側受信側で利用している地図データのベンダーやバージョンが異なった場合にお

いても、両者で共通に参照できる形式をとる必要があることを述べている。 

 

これらの要件を満たす道路特定情報として、道路に対して割り振られた各車両が共通に

参照可能な ID（以下、共通 ID）を用いること(Pre-coded 方式)が適切であると考えた。

この共通 ID を車両間でやりとりすることで、互いの走行中の道路を簡易に特定すること

が可能であり、効率的に関連車両を抽出できると考えられる。共通 ID を用いた関連車両

の抽出手順を以下に、模式図を図 5.1.3-1 に示す。また、道路特定情報としては、ID を

用いず緯度経度および補助的な指標を用いて位置を表現する Dynamic 方式も存在する

が、受信側でそれを解読する必要があり、ID を用いる方式と比較すると、処理負荷及び

データサイズともに大きくなる可能性が高く[1]、対象外とした。 
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関連車両の抽出手順 

① 送信車両側は自車両で使用している車載機の地図データからマップマッチングを

行い、走行中の道路を特定する。 

② 走行中の道路を示す共通 ID へ変換して、車車間通信メッセージに格納して送信

する。 

③ 車車間通信メッセージを受信した車両は共通 ID を変換し、自車両の車載機で使

用している地図データ上での道路を特定する 

④ 監視対象としている道路を走行している車両を関連車両として抽出する。 

 

 

図 5.1.3-1 共通 ID を用いた関連車両の抽出手順の模式図 

 

図 5.1.3-1 に示すように、地図ベンター各社がそれぞれ自社の地図データから共通 ID に

変換する対応テーブルを用意し、通信時にはこの共通 ID で互いの道路を特定することで

関連車両を抽出する。この共通 ID として現状国内で利用可能な位置参照方式として、道

路リンク ID 方式と区間 ID 方式が挙げられる。これら道路リンク ID 方式と区間 ID 方式

を共通 ID として利用する上で、それぞれの特徴を整理するため、評価指標を設定し、各

方式の比較を行った。以下に共通 ID の評価指標を示す。 

 

共通 ID の評価指標 

・道路の分割粒度 

本研究では、自車両と関連するか否かの判定に道路特定情報を用いたい。そのため、

車両が物理的に通行可能な形で接続しているかどうかによって道路を分割し、接続し

ていない道路同士を区別できる必要がある。この際、ID で表現されている道路単位

の粒度が抽出効果に影響を与えると考えられる。例えば、通行可能な形で接続してい

ない本線と側道がデータ上、別の道路として定義されている場合にはそれぞれの道路

を走行中の車両が関連するかを判定することができる。対して、本線と側道が一つの

道路として表現されている場合には本来関連しない車両も同じ道路にいると判断され

る。そのため、道路がどの程度の粒度で分割されているかは関連車両の抽出効果を評

価する上で重要な要素と考えられる。 
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・道路の網羅性 

ID が割り振られている道路の網羅性を示す。主要な幹線道路のみを対象としている

ものは網羅性が低く、細街路などの細かい道に対しても ID が振られているものは、

網羅性が高いといえる。 

 

・ID の永続性 

新規道路の開通等で地図データが更新された際、以前のバージョンの ID との対応関

係が考慮されていることを意味する。ID に永続性があることで、異なるバージョン

のデータ間でも使用可能。 

 

上記の評価指標を用いて道路リンク ID 方式及び区間 ID 方式の比較を行う。 

道路リンク ID 方式及び区間 ID 方式の概要と指標毎の評価を述べる。 

 

道路リンク ID 方式 

道路網をノードとリンクによるネットワークとして定義して表現する方式である。ノ

ードとリンクの定義を以下に述べる。 

 

ノード：道路網においてそのほかの道路との交差点や道路の行き止まりを表す点 

リンク：ノードとノードの間をつなぐ道路がある場合にその間を繋ぐ線分 

 

現状、日本国内において地図ベンダー間で共通に利用可能な方式として、DRM リン

ク、VICS リンクが整備されている。 

 

・DRM リンク 

一般財団法人日本デジタル道路地図協会が提供する「デジタル道路地図データベー

ス」内で定義されている形式である。道路の分割粒度や網羅性に関しては高い。しか

しながら、既存の道路に接続する新たな道路ができた際などに ID の変更が発生する

ことが知られている[2]。 

  

・VICS リンク 

警察や道路管理者が収集した渋滞情報や事故等による臨時規制情報を VICS 情報とし

てカーナビゲーション等で利用するため、道路ネットワークを一定の単位で区切っ

て、付番したものである。上述の DRM リンクを基として生成されているが、VICS

リンクは 1 つ以上の DRM リンク列として定義されているため、DRM リンクと比較

して道路の進行方向に対する分割粒度は低い[3]。道路の網羅性に関しては、平成 25

年度の調査においては、国道及び主要地方道に関しては 90%以上網羅されている

が、一般都道府県道では全国で 40%と低く DRM リンクには劣る[4]。ID の永続性と

いう観点では、道路や交差点の新設等により変更された ID についても、変更後 3 年

間は VICS 情報を提供する仕組みになっており、その間の ID の永続性については、
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異なるバージョン間でも活用できるような考慮がされている[5]。 

 

区間 ID 方式 

道路の「区間」と「参照点」および「参照点からの距離」をもとに位置を表す方式で

ある。区間及び参照点は以下のように定義される[6]。 

 

区間：道路の一纏めのセグメントや単位 

参照点：道路に沿った位置を特定するために道路上に設けられる基準となる点 

 

異なる道路地図間で共通に参照可能な参照点を設定することで、相対的な位置を参照で

きる方式である。上記の道路リンク手法の ID の永続性に関する課題が考慮されてお

り、地図データ更新時の ID の永続性が保証されている。しかしながら、分割粒度は粗

くなっており、大まかな進行方向が判断できる程度に情報量が削減されているため、道

路リンク手法と比較すると道路の分割粒度は低い。また、対象道路が主要な幹線道路に

限られており、網羅性という観点においても道路リンク ID 方式には劣る。 

 

このように道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の両者を比較すると、それぞれ特徴が異な

る。特に道路の分割粒度に関しては、シミュレーションを行う際、抽出結果に影響を与え

ると想定される。そのため、本項以降においては、道路リンク ID 方式と区間 ID 方式を

共通 ID として用いて、それぞれの方式における関連車両の抽出効果を評価する。 
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5.1.4. 道路モデルによるシミュレーション 

 

本研究では、複雑な道路形状を対象として、道路特定情報を用いて関連車両を抽出する

際の効果を評価する。本項では、実走行データでのシミュレーションを行う前に、道路リ

ンク ID 方式及び区間 ID 方式で対象とする複雑な道路形状の地点をモデル化して、論理

検証のためのシミュレーションを行い、事前に抽出効果を確認する。 

 

5.1.4.1. 道路形状の整理 

 

論理検証を行うために道路特定情報による道路をモデル化する。道路をモデル化するに

あたっては、対象とする複雑な形状の道路を形状毎に分類し、モデル化する上で整理し

た。本研究では、高速道のジャンクションや立体交差等の複雑な道路形状の地点を検証対

象とするが、高速道のジャンクションに関しては、各高速道路事業者の路線図情報を参照

し[7-12]、全国の高速道ジャンクションの道路形状を調査した。調査結果から典型的な形

状や特徴的な形状のものを抽出して、論理検証の対象とした。それぞれの分類した形状毎

に説明する。 
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高速道ジャンクション：三叉 

 

 一方から二方向に分岐可能な道路が接続した三叉形状のジャンクションである。 

図 5.1.4-1 の江北ジャンクション、図 5.1.4-2 の三宅坂ジャンクション等が挙げられる。 

 

 

図 5.1.4-1 江北ジャンクション 

 

 

図 5.1.4-2 三宅坂ジャンクション 
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高速道ジャンクション：四叉 

  

一方から三方向に分岐可能な道路が接続した四叉形状のジャンクションである。具体例

としては図 5.1.4-3 の鶴ヶ島ジャンクション、図 5.1.4-4 の三郷ジャンクションを示す。 

 

 

図 5.1.4-3 鶴ヶ島ジャンクション 

 

 

図 5.1.4-4 三郷ジャンクション 
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高速道ジャンクション：四叉特殊例 

  

四叉の高速道ジャンクションの中には、図 5.1.4-5 に示す鳥栖ジャンクションのように

ジャンクション内でループしており、途中で分岐に抜け出さない限りループ区間を走行し

続けることが可能な形状のものも存在する。 

 

 

図 5.1.4-5 鳥栖ジャンクション 
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一般道：立体交差 

  

一般道に関しては、様々な形状が存在し、分類が多岐にわたるため、本研究では基本的

な立体交差を対象としてモデル化することとした。立体交差の例として、図 5.1.4-6 に東

京都練馬区の練馬北町陸橋交差点を示す。 

 

 

図 5.1.4-6 練馬北町陸橋交差点 

 

本研究においては、このように分類した高速道ジャンクション及び一般道立体交差を、

道路識別情報によってモデル化して関連車両の抽出効果を論理検証する。 
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5.1.4.2. 道路モデル 

 

上述の道路形状の分類結果から、それぞれの形状に対して道路リンク ID 方式及び区間

ID 方式で道路に対して ID を割り振りモデル化する。道路リンク ID 方式をモデル化する

際は、既存のデータベースではメッシュ境界等でノードが振られ、本来の道路の接続関係

とは無関係な箇所で道路が分割されるため、論理検証時には不適切であると考えた。その

ため、論理検証用の独自の規則によって道路リンクを割り当てた。本研究では道路同士の

接続関係から関連車両の抽出を行うことを目的としている。そのため、道路リンクを割り

当てる際は、道路間が通行可能な形で接続していない場合は、個別のリンクであると区別

されていることが望ましい。そこで、以下のような割り当て規則によってリンクとノード

を割り当てた。 

 

・車線は区別せず一つのリンクとする。 

・上下線は進行方向で区別できるため区別せず一つのリンクとする。 

・上下線において乗り越えられない中央分離帯がある場合は別のリンクとする。 

・通行可能な形で接続していない本線と側道は個別のリンクとする。 

・異なるリンクが交差、合流する地点をノードとする。 

 

なお、区間 ID 方式に関しては、道路の区間 ID テーブル 2016/06/01 版[13]のデータを

用いた。以下に道路形状毎にモデル化したものを示す。 
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高速道ジャンクション：三叉 

 

三叉形状の高速道ジャンクションをそれぞれ道路リンク ID 方式、区間 ID 方式でモデル

化する。図 5.1.4-7 に江北ジャンクション、図 5.1.4-8 に三宅坂ジャンクションのモデル

を示す。なお、道路リンク方式において割り当てたノードに対して、赤色で示されている

番号を付番し、リンクの ID は黒色で示すノード番号を番号の低い方から高い方に連結し

た番号で示している。区間 ID 方式に関しては、黒色の文字で区間の横に示したものが

ID である。また、道路リンク ID 方式によって割り当てたリンクの接続関係を示す模式

図を江北ジャンクションのものを図 5.1.4-7 に、三宅坂ジャンクションを図 5.1.4-8 に示

す。 

 

 

            
  道路リンク ID 方式   区間 ID 方式 

図 5.1.4-7 江北ジャンクション：道路モデル 

 

  

  道路リンク ID 方式   区間 ID 方式 

図 5.1.4-8 三宅坂ジャンクション：道路モデル 
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図 5.1.4-9 江北ジャンクション：道路リンク ID 方式による模式図 

 

図 5.1.4-10 三宅坂ジャンクション：道路リンク ID 方式による模式図 

  



 

 

30 
 

高速道ジャンクション：四叉 

 

四叉形状の高速道ジャンクションを道路モデルで記述した。図 5.1.4-11 に鶴ヶ島ジャン

クション、図 5.1.4-12 に三郷ジャンクションのものを示す。また、道路リンク ID 方式に

よる模式図を鶴ヶ島ジャンクションは図 5.1.4-13 に、三郷ジャンクションを図 5.1.4-14

に示す。 

 

 

   

  道路リンク ID 方式   区間 ID 方式 

図 5.1.4-11 鶴ヶ島ジャンクション：道路モデル  

 

      
  道路リンク ID 方式   区間 ID 方式 

図 5.1.4-12 三郷ジャンクション：道路モデル  
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図 5.1.4-13 鶴ヶ島ジャンクションの道路リンク ID 方式：模式図 

 

 

 

図 5.1.4-14 三郷ジャンクションの道路リンク ID 方式：模式図 
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高速道ジャンクション：四叉特殊例 

 

四叉形状の高速道ジャンクション内にループが存在する鳥栖ジャンクションをモデル化

したものを、図 5.1.4-15 に示す。道路リンク ID 方式による模式図は図 5.1.4-16 の通り

である。 

 

 

      道路リンク ID 方式           区間 ID 方式 

図 5.1.4-15 鳥栖ジャンクション：道路モデル  

 

 

 
図 5.1.4-16 鳥栖ジャンクション：道路リンク ID 方式による模式図 

  



 

 

33 
 

一般道：立体交差 

 

一般道の立体交差の一例として提示した練馬北町陸橋交差点の道路リンク ID 方式によ

る模式図を図 5.1.4-17 に示す。なお、練馬北町陸橋において、区間 ID 方式は定義されて

いなかったため、区間 ID 方式によるモデルは示していない。 

 

図 5.1.4-17 練馬北町陸橋交差点：道路リンク ID 方式による模式図 

  



 

 

34 
 

5.1.4.3. シミュレーション結果 

 

道路リンク ID 方式と区間 ID 方式によって記述された道路モデルを用いて、関連車両の

抽出効果を確認するためのシミュレーションを行う。関連車両を抽出する際には、監視対

象とする道路を自車位置に応じて選定し、送信車両の走行している道路がこの監視対象と

なる道路であった場合には関連車両として抽出する。本項で行うシミュレーションでは、

前項で生成した道路モデル上に自動走行車両を仮想的に配置して、自車位置によって監視

対象となる道路がどのように選定されるかを確認し、道路リンク ID 方式及び区間 ID 方

式による関連車両の抽出効果をそれぞれ評価する。 

シミュレーションを行う際は、5.1.3 項で述べた関連車両の抽出手順に則って検証を行

う。関連車両を抽出する際には、地図ベンター各社のデータと共通 ID への変換を行う必

要があるが、地図ベンター各社のデータから共通 ID への変換は、対象とする地図ベンダ

ー各社のデータが多岐に渡ることから本研究では対象としない。また、道路リンク ID 方

式を共通 ID として用いる際には、シミュレーション結果に影響を与えると想定される道

路の分割粒度に関して、地図ベンダー各社のデータと今回モデル化した道路リンク ID 方

式のモデルでは大きな差異は無い。そのため、本研究で行うシミュレーションでは、地図

ベンダー各社のデータと道路リンク ID 方式のモデルを同一のものとして取扱い、道路リ

ンク ID 方式によるシミュレーションの際には、地図ベンダー各社のデータと道路リンク

ID 方式間での変換処理は省略するものとした。但し、区間 ID 方式による検証の際に

は、道路リンク ID 方式と比較して道路の分割粒度の面で大きな差が有るため、道路リン

ク ID 方式と区間 ID 方式の変換を行い、抽出効果を確認する必要がある。道路リンク ID

方式と区間 ID 方式の変換の際には、両者の対応関係を示す対応テーブルを用いて変換を

行うこととなる。以下に道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の対応テーブルの生成規則に

ついて説明する。 

 

道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の対応テーブルの生成規則 

・区間 ID で定義された進行方向に行くことが確定している道路リンクは、この区間 ID 

 と対応するものとする。 

 

・区間 ID で定義された進行方向に行くことが定まらない道路リンクは、通過した一つ 

 前の道路リンクと対応する区間 ID の値と対応することとする。 

 

・高速道の入り口は合流先の道路リンクが接続している基の道路リンクと同じ区間 ID 

の値と対応する。 

 

・ジャンクション内のループ等で進入する方向によっては、上述の規則で区間 ID の値 

 が定まらない道路リンクは特定不能として、必ず監視対象とする。 

 

この規則によって生成した道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の対応テーブルの例とし

て、鶴ヶ島ジャンクションのものを以下に示す。道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の対

応テーブルを表 5.1.4-1、区間 ID 方式と道路リンク ID 方式の対応テーブルを表 5.1.4-2
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に示す。また、図 5.1.4-18 は、このテーブルに基づいた道路リンク ID 方式と区間 ID 方

式の対応関係を道路モデル上で示したものである。それぞれ赤色に塗られた ID が両者で

対応する ID となっている。 

表 5.1.4-1 道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の対応テーブル 

 

表 5.1.4-2 区間 ID 方式と道路リンク ID 方式の対応テーブル 

 
 

 

   
  道路リンク ID 方式   区間 ID 方式 

図 5.1.4-18 道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の対応関係 
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関連車両の抽出は、相手車両が走行中であると特定した道路が監視対象としている道路

であるかを判断することで行う。この際の監視対象とする道路の選定方法について述べ

る。監視対象とする道路を選定する上では、まず、どのような車両を関連車両とすべきか

について検討する必要がある。 

自動走行車が安全に走行するためには、車車間通信により車両を発見した際に、自車両

が安全に停車でき、且つ相手車両も十分に停車できる時間が確保できていれば十分である

と考えられる。そのため、本研究では、それ以上の時間的距離の離れた場所にいる車両は

関連車両とせず、監視対象から除くこととした。高速道における走行速度を 100km/h と

設定した際、急減速でない加速度-0.3g で減速した場合に停止までにかかる時間は約 10

秒である。そのため、まず、自車位置の 10 秒前方までの範囲に注目し、さらに、その範

囲内に同様に到達する相手車両も関連車両となる可能性があるため、倍の 20 秒前方まで

に存在する車両を関連車両とした。車両の後方に関しては、自車両の後方を走行中の車両

が、走行中に停止できる範囲まで監視すれば十分であるとして、前述の演算結果から車両

後方に対して 10 秒以内で到達できる位置に存在する車両を関連車両とした。また、一般

道に関しては、走行速度 60km/h で同様の計算を行い、急減速でない加速度-0.3g で減速

した場合の停止までの時間は約 6 秒であったため、車両前方は 12 秒以内、車両後方は 6

秒以内に到達できる位置に存在する車両を関連車両とした。 

監視対象とする道路を選定する上では、上述の時間分で到達可能な道路を監視対象とす

れば、関連車両を十分に抽出できると考えた。よって、本研究における監視対象道路の選

定基準を以下の様に設定した。 

 

監視対象道路の選定基準 

・高速道 

車両前方：自車位置から 20 秒以内の到達可能な道路リンク 

車両後方：自車位置から 10 秒以内の到達可能な道路リンク 

・一般道 

車両前方：自車位置から 12 秒以内の到達可能な道路リンク 

車両後方：自車位置から 6 秒以内の到達可能な道路リンク 

 

シミュレーションを実施する際は、各道路に対して適切な走行速度を設定し、道路の長

さで除することで道路の通過時間を求め、上述の選定基準により監視対象道路を選定し

た。例として、鶴ヶ島ジャンクションにおいて、自車位置が図示された位置の存在する場

合の監視対象となる道路を赤色で塗りつぶしたものを図 5.1.4-19 に示す。 



 

 

37 
 

 

図 5.1.4-19 選定された監視対象道路例 

 

道路モデルによるシミュレーションを行う際には、関連車両の抽出効果を評価する尺度

としては、対象地点に存在する全道路リンクの中から、どれだけの道路リンクを抽出でき

たかを示す値を除去率と定義し、この除去率により抽出効果を評価する。除去率の算出式

を示す。 

 

除去率 = 監視対象道路リンクの数／走行コースの道路リンクの総数 

 

道路形状毎のシミュレーション結果を示す。 
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高速道ジャンクション：三叉 

 

三叉形状のジャンクションにおけるシミュレーション結果を示す。 

 

江北ジャンクション 

江北ジャンクションでのシミュレーション結果を示す。シミュレーション時には図 

5.1.4-20 で示す経路を走行するとして、表 5.1.4-3 に示す条件を用いてシミュレーション

を行った。道路リンク ID 方式のシミュレーション結果を表 5.1.4-4 に示す。○は監視対

象となる道路リンクを示す。全体の道路リンク数で除することで除去率を算出している。

また、区間 ID 方式によるシミュレーション結果を表 5.1.4-5 に示す。監視対象区間 ID の

列の○は自車位置毎の監視対象とする区間 ID を意味している。監視対象道路リンクの列

の○は道路リンク ID 方式時の監視対象となった道路リンクであることを意味し、●は区

間 ID 方式で送信したことで余計に監視対象とすることとなった道路リンクであることを

意味する。これら記号の定義は以降の結果でも同様である。図 5.1.4-21 には自車位置毎

の除去率を道路リンク ID 方式と区間 ID 方式に分けてプロットしたものを示す。 

 

 

図 5.1.4-20 江北ジャンクション：仮想走行経路 

表 5.1.4-3 江北ジャンクション：シミュレーション条件 
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表 5.1.4-4 江北ジャンクション：道路リンク ID 方式によるシミュレーション結果 

 
 

表 5.1.4-5 江北ジャンクション：区間 ID 方式によるシミュレーション結果 

 
 

 

 

図 5.1.4-21 江北ジャンクション：自車位置毎の除去率 
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三宅坂ジャンクション 

三宅坂ジャンクションでのシミュレーション結果を示す。走行経路を図 5.1.4-22 に、シ

ミュレーション条件を表 5.1.4-6 に示す。道路リンク ID 方式によるシミュレーション結

果を表 5.1.4-7 に、区間 ID 方式のシミュレーション結果を表 5.1.4-8 に記載した。自車位

置毎の除去率を図 5.1.4-23 にプロットした。 

 

 

図 5.1.4-22 三宅坂ジャンクション：仮想走行経路 

表 5.1.4-6 三宅坂ジャンクション：シミュレーション条件 
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表 5.1.4-7 三宅坂ジャンクション：道路リンク ID 方式によるシミュレーション結果 

 
 

表 5.1.4-8 三宅坂ジャンクション：区間 ID 方式によるシミュレーション結果 

 
 

 

 

図 5.1.4-23 三宅坂ジャンクション：自車位置毎の除去率 

 

  



 

 

42 
 

高速道ジャンクション：四叉 

 

四叉形状の高速道ジャンクションのシミュレーション結果を以下に示す。 

 

鶴ヶ島ジャンクション 

鶴ヶ島ジャンクションにおいて、図 5.1.4-24 のような経路を走行した際のシミュレーシ

ョン結果を示す。シミュレーションの際使用した条件は表 5.1.4-9 のとおりである。道路

リンク ID 方式によるシミュレーション結果を表 5.1.4-10、区間 ID 方式による結果を表 

5.1.4-11 に、両者の自車位置毎の除去率をプロットしたものを図 5.1.4-25 に示す。 

 

図 5.1.4-24 鶴ヶ島ジャンクション：仮想走行経路 

表 5.1.4-9 鶴ヶ島ジャンクション：シミュレーション条件 
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表 5.1.4-10 鶴ヶ島ジャンクション：道路リンク ID 方式によるシミュレーション結果 

 

表 5.1.4-11 鶴ヶ島ジャンクション：区間 ID 方式によるシミュレーション結果 

 
 

 

図 5.1.4-25 鶴ヶ島ジャンクション：自車位置毎の除去率  
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三郷ジャンクション 

三郷ジャンクションにおけるシミュレーション結果を示す。走行経路は図 5.1.4-26 に、

シミュレーション条件は表 5.1.4-12 のとおりである。道路リンク ID 方式によるシミュレ

ーション結果を表 5.1.4-13、区間 ID 方式による結果を表 5.1.4-14 に、両者の自車位置毎

の除去率をプロットしたものを図 5.1.4-27 に示す。 

 

 

図 5.1.4-26 三郷ジャンクション：仮想走行経路 

表 5.1.4-12 三郷ジャンクション：シミュレーション条件 
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表 5.1.4-13 三郷ジャンクション：道路リンク ID 方式によるシミュレーション結果 

 

表 5.1.4-14 三郷ジャンクション：区間 ID 方式によるシミュレーション結果 

 
 

 

 

 

図 5.1.4-27 三郷ジャンクション：自車位置毎の除去率  
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高速道ジャンクション：四叉特殊例 

 

四叉形状の高速道ジャンクションの中で特殊な形状である鳥栖ジャンクションのシミュ

レーション結果を示す。 

 

鳥栖ジャンクション 

走行経路及びシミュレーション条件は図 5.1.4-28、表 5.1.4-15 のとおりである。道路リ

ンク方式によるシミュレーション結果を表 5.1.4-16 に、区間 ID 方式によるシミュレーシ

ョン結果は表 5.1.4-17 に示す。▲の記号は対応する区間 ID が特定不能であった道路リン

クを示しており、強制的に監視対象として除去率を算出した。 図 5.1.4-29 には自車位置

毎の除去率をプロットした図を示す。 

 

図 5.1.4-28 鳥栖ジャンクション：仮想走行経路 

表 5.1.4-15 鳥栖ジャンクション：シミュレーション条件 
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表 5.1.4-16 鳥栖ジャンクション：道路リンク ID 方式によるシミュレーション結果 
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表 5.1.4-17 鳥栖ジャンクション：区間 ID 方式によるシミュレーション結果 

 

 
 

 

図 5.1.4-29 鳥栖ジャンクション：自車位置毎の除去率  
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一般道：立体交差 

 

一般道の立体交差でのシミュレーション結果を示す。 

 

練馬北町陸橋交差点 

走行経路及びシミュレーション条件を図 5.1.4-30、表 5.1.4-18 に示す。また、表 

5.1.4-19 に道路リンク方式によるシミュレーション結果を、自車位置毎の除去率をプロッ

トしたものを図 5.1.4-31 に示す。 

 

図 5.1.4-30 練馬北町陸橋交差点：仮想走行経路 
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表 5.1.4-18 練馬北町陸橋交差点：シミュレーション条件 

 

 

表 5.1.4-19 練馬北町陸橋交差点：道路リンク ID 方式によるシミュレーション結果 
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図 5.1.4-31 練馬北町陸橋交差点：自車位置毎の除去率 
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5.1.4.4. 考察 

 

分類した複雑な道路形状を道路リンク ID 方式及び区間 ID 方式によって記述した道路モ

デルを用いた論理検証シミュレーション結果についての考察を行う。 

まず、道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の除去率を比較すると、殆どの地点で区間 ID

方式の除去率が低い値を示した。これは、道路の分割粒度が区間 ID 方式の方が粗いため

であり、監視対象の区間に対応する道路リンクが多数となる場合には除去率が低下する。

但し、区間と道路リンクの対応関係が一対一となる地点では区間 ID 方式での除去率は道

路リンクと同等であることが確認できた。 

また、江北ジャンクションと三宅坂ジャンクション、鶴ヶ島ジャンクションと三郷ジャ

ンクションなど、道路モデルが同じジャンクションでも区間 ID 方式での表現が異なる場

合があり、より多くの区間で表現されているジャンクションの方が除去率が高くなること

が確認できた。 

次に、自車位置による影響を見ると、分岐や合流の前に自車位置が存在する場合には除

去率が低下する傾向が見られた。分岐前では、分岐方向が決定されておらず、分岐先の候

補となる道路を監視する必要があること、合流前では、これから合流する本線道路を監視

対象とする必要があることから、それぞれ監視対象となる道路数が増加するためである。 

最後に道路形状の違いが除去率に与える影響について考察する。鳥栖ジャンクションの

結果では四叉ジャンクション内にループが存在するため、ループを走行中の車両は区間

ID 方式においては進行方向が特定不能となる道路があり、その道路を走行している車両

は常に監視対象となるため全体的に除去率は低くなっている。 

一般道の立体交差の一例とした練馬 北町陸橋の道路リンク ID 方式による除去率を見る

と、交差点の中心付近を走行中の自車位置 4～6 では除去率が 40%台となり、高速道ジャ

ンクションでの結果と比較して大きく低下している。一般道においては、高架等により物

理的に交差しない道路を走行している車両は除去できることが確認できた。ただし、交差

点付近では交差点に進入してくる車両が監視対象となるため監視対象とする車両が増え、

高速道路ジャンクションでの結果に比べ除去率が大きく低下する傾向があることを確認で

きた。 

道路モデルを用いてシミュレーションを行い、関連車両の抽出効果を除去率という観点

で評価した。これらの結果より、道路特定情報の方式、走行中の地点、道路形状によって

除去率に違いがあるものの、監視対象とすべき車両を抽出しつつ、不要なものをある程度

除去できることが確認できた。次項では、これらの結果を踏まえて、実走行データによる

シミュレーションを行い、実環境での抽出効果を評価する。 
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5.1.5. 実走行データによるシミュレーション 

 

道路モデルによるシミュレーションによって確認した関連車両の抽出効果を実走行デー

タにおいて確認するため、対象としたコースにおいて走行データを取得してシミュレーシ

ョンを行う。 

 

5.1.5.1. 走行データの取得方法 

 

走行データの取得方法について以下に述べる。本研究においては、自動走行車両と非自

動走行車両が混在する際の状況を想定してシミュレーションを行う。そのため、自動走行

車両と非自動走行車両に相当する測位精度の走行軌跡データをそれぞれ取得する必要があ

る。そこで、走行軌跡データ取得の際には自動走行車両と非自動走行車両に相当する位置

精度の測位システムを用意してデータ取得を行う。以下にそれぞれの測位構成を示す。 

 

自動走行車両相当の測位システム：RTK-GPS＋自律航法 

非自動走行車両相当の測位システム：GPS＋自律航法＋マップマッチング 

  

自動走行車両相当の測位システムとしては、RTK-GPS による測位結果を利用し、障害

物等により RTK-GPS による測位が困難な箇所においてはジャイロセンサ及び加速度セ

ンサによる自律航法で補間する構成とした。RTK-GPS による測位では誤差数 cm 以下の

高精度な測位が可能であるそのため、自動走行車両相当の走行データと位置づけることは

妥当であると考えた。また、非自動走行車両相当の測位構成システムとしては、通常の

GPS を基に自律航法により算出された位置情報から地図上にマップマッチングを行うシ

ステムを用いた。これは、普及している据え置き型のカーナビゲーション相当の測位シス

テム構成となっており、非自動走行車両の測位データとして適当であると考えられる。 

走行データ取得用車両として図 5.1.5-1 に示すエスティマ HV を 3 台用いて走行データを

取得した。測定機材としては、以下の構成のものを用意した。 

 

・RTK-GPS 

・評価用車載機 TypeⅠ：GPS＋自律航法＋マップマッチング  

・評価用車載機 TypeⅡ：GPS＋自律航法 

・評価用車載機 TypeⅢ：GPS のみ 

 

自動走行車両相当の走行データを生成するため、RTK-GPS による軌跡と評価用車載機

TypeⅡの自律航法時のセンサデータを用いて補間を行った。また、非自動走行車両相当

の走行データは評価用車載機 TypeⅠのものを使用した。なお、評価用車載機 TypeⅢに関

しては走行コースの GPS 受信状況を測定するために設置している。測定機材の接続図と

設置時の写真をそれぞれ図 5.1.5-2、図 5.1.5-3 に示す。 
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図 5.1.5-1 走行データ取得用車両 

 

 

図 5.1.5-2 測定機材接続図 
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                             評価用車載機        GPS アンテナ 

       

                             760MHz アンテナ            RTK-GPS 

図 5.1.5-3 測定機材写真 

 

また、使用した機材の仕様を以下の表に示す。 

表 5.1.5-1 RTK-GPS 仕様 

項目 仕様 

型式 GR-2100GGDM, GR-3 GGD, GB-3  GGD 

受信周波数 GPS:L1/L2  GLONASS :L1/L2 

受信方式 GPS: C/A コード，P コード GLONASS:C/A コード，P コード  

測位手法 ネットワーク型（VRS方式） 

測位間隔 10Hz 

精度 

リアルタイムキネマティック時: 

水平 2周波±(10mm+1.0ppm×D)m.s.e. 

垂直 2周波±(15mm+1.0ppm×D)m.s.e. 

表 5.1.5-2 評価用車載機仕様 

項目 仕様 

電源電圧 10.8 ～ 15.1V 定格 14.4±0.1V 

温度 -10 ～ +60℃ 定格 20 ±2℃ 

湿度 95％RH（at 45℃） 定格 65 ±5％RH 

取付角度 0° ～ 上向き 30° 定格 0° 

質量 2.45kg(±0.10kg) 
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表 5.1.5-3 評価用車載機の測位部仕様 

項目 仕様 

受信周波数 1575.42MHz（L1帯） 

受信方式 C/Aコード 

チャンネル数 12マルチチャンネル受信方式  

測位方式 オールインビュー測位 

測位間隔 1Hz 

センサ類 加速度センサ（1軸）、ジャイロセンサ（1軸）、 

車速パルス 

表 5.1.5-4 車載通信機仕様 

項目 仕様 

中心周波数 760MHz 

占有周波数帯幅 9MHz以下 

空中線電力 10mW/MHz以下 

空中線電力の偏差 ±50%以内 

変調精度 -24dB以下 

変調方式 BPSK/OFDM QPSK/OFDM 16QAM/OFDM 

符号化率 1/2 3/4 1/2 3/4 1/2 3/4 

通信速度 3Mbps 4.5Mbps 6Mbps 9Mbps 12Mbps 18Mbps 

受信感度 -85dBm

以下 

-84dBm

以下 

-82dBm

以下 

-80dBm

以下 

-77dBm

以下 

-73dBm

以下 

受信最大入力電力 -20dBm以上 

アクセス方式 路車間：時分割同報通信、車車間：CSMA/CA 

電源電圧 12V 

消費電力 24W 以下 

外形寸法 136mmx100.8mmx30mm 

外部インターフェース USB 

表 5.1.5-5 760MHz用アンテナ仕様 

項目 仕様 

型式 接地式ホイップアンテナ 

使用周波数 674MHz／720MHz／792.5MHz 

入力インピーダンス 公称 50Ω 

VSWR 使用周波数帯域内で 2.0以下 

絶対利得 公称 2.15dB 

指向性 垂直偏波 水平面内公称無指向性 

給電部接栓 SMA-J型 

質量 約 0.3g 

設置方法 マグネット式 
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5.1.5.2. 走行コース 

 

5.1.4 項で分類した道路形状毎に走行データを取得できるようコースを選定した。なお、

走行対象箇所としては、高速道ジャンクション：三叉の三宅坂ジャンクション、四叉特殊

例の鳥栖ジャンクションは対象外とし、一般道：立体交差として赤坂見附交差点を追加し

た。以下、走行コースを道路形状毎に紹介する。白色プロットは走行した地点を示す。 

 

高速道ジャンクション：三叉 

 

江北ジャンクション 

江北ジャンクションでの走行コースの一覧を図 5.1.5-4 に示す。 

    

    

    

図 5.1.5-4 江北ジャンクション：走行コース一覧 
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高速道ジャンクション：四叉 

 

鶴ヶ島ジャンクション 

鶴ヶ島ジャンクションでの走行コースの一覧を図 5.1.5-5 に示す。 
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図 5.1.5-5 鶴ヶ島ジャンクション：走行コース一覧 

  



 

 

60 
 

三郷ジャンクション 

三郷ジャンクションでの走行コースの一覧を図 5.1.5-6 に示す。 
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図 5.1.5-6 三郷ジャンクション：走行コース一覧 
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一般道：立体交差 

 

練馬北町陸橋交差点 

練馬北町陸橋交差点での走行コースの一覧を図 5.1.5-7 に示す。 
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図 5.1.5-7 練馬北町陸橋交差点：走行コース一覧 
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赤坂見附交差点 

赤坂見附交差点での走行コースの一覧を図 5.1.5-8 に示す。 
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図 5.1.5-8 赤坂見附交差点：走行コース一覧 
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5.1.5.3. シミュレーション結果 

 

実走行データを用いて道路特定情報による関連車両の抽出効果を評価するためのシミュ

レーションを行う。シミュレーションを行う際には、対象コースを走行中の自動走行車両

が、周囲を走行中の非自動走行車両の中から関連する車両を抽出する状況を模擬する。そ

こで、前項で取得した自動走行車両相当の測位システムで取得した走行データを自動走行

車両として走行させて、非自動走行車両相当の測位システムで取得した走行データを周囲

に配置した場合に自動走行車両の位置に応じて関連車両がどのように抽出されるかを確認

する。周囲に車両を配置する上では、実際の交通状況を模擬するため、走行データを各道

路に設定した速度に準じた車間を開けるよう間引いた上で、各道路の走行レーン数分を乗

じた車両数が、その道路上に存在するものとした。例えば、設定速度が 100km/h である

場合には、車間を 100m 空けて配置し、その道路のレーン数が 3 車線であった場合はそ

の数の 3 倍の車両がその道路に存在する。 

使用する道路モデルとしては、道路リンク ID 方式に関しては、インクリメント・ピー

株式会社製のカーナビゲーション用地図データを用いて、区間 ID 方式に関しては 5.1.4

項と同様のモデルを用いた。 

 

監視対象とする道路の選定基準は 5.1.4.3 項で述べたものと同様に高速道では前方 20

秒、後方 10 秒、一般道では前方 12 秒、後方 6 秒の範囲で自車位置から到達可能な道路

リンクとした。抽出効果を評価する際には、除去率という尺度を用いるが、論理検証の場

合とは異なり、監視対象とした道路リンクの数では無く、監視対象とした道路リンクに存

在した関連車両の台数を分子にして算出する。分母としては、車車間通信メッセージが到

達する範囲を自車位置から半径 500m の範囲であると仮に設定し、その範囲に含まれる

車両の台数を用いた。実データによるシミュレーション時の除去率の算出式を示す。 

 

  除去率 =抽出手法により関連車両とした車両の数／ 

        自車両より半径 500m 以内に存在する車両の総数 

 

また、前年度の研究成果から、非自動走行車両は並走する分岐等のマップマッチングの

難易度の高い地点では、走行中の道路の特定を誤ることがわかっている。誤った道路の情

報を送信した場合には、本来存在する車両をシステムが検知できておらず、関連車両の見

逃しが発生するため危険である。このような状況を防ぐためには、単一の道路特定情報だ

けでなく、現在走行している可能性の道路の候補が複数ある場合は、複数の道路情報を格

納して送信することが関連車両の見逃しを抑止する上では有効であると考えた。そこで、

本シミュレーションにおいては、単一の道路特定情報を送信する場合と複数候補を送信す

る場合で別個にシミュレーションを行い、抽出効果を比較する。抽出効果を比較する際に

は、実際に関連車両として抽出すべき車両を正解として、どの程度関連車両として抽出で

きたかを示す再現率という指標と、抽出手法によって関連車両として抽出されたものの中

に、どの程度実際の正解が含まれているかを示す適合率という指標を用いた。 
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再現率 =  抽出手法により関連車両とした車両の中で実際の関連車両の数／ 

                実際の関連車両の数 

 

適合率 =  抽出手法により関連車両とした車両の中で実際に関連車両であった数／ 

                抽出手法により関連車両とした車両の数 

 

実際の関連車両の数に関しては、周囲の非自動走行車両が本来走行中の道路に正しくマ

ップマッチングされるよう走行データに修正を加えた正解軌跡のデータを作成し、その正

解軌跡によってシミュレーションを行った際の関連車両の数を用いた。関連車両の抽出手

法を評価する際には、上述の通り、関連車両に見逃しが発生する状況は危険であるため、

抽出手法の要件として、関連車両の見逃しが無い状況、つまり再現率が 100%である必要

がある。また、適合率が悪化すると不必要な車両を関連車両としていることになるため、

処理負荷を軽減する観点から、適合率も高い値を示すことが望ましい。 

シミュレーション結果を示すにあたって、関連車両の抽出結果を図 5.1.5-9 の様に、地

図上に車両をプロットして図示する。ここで、自動走行車両を模擬した車両の自車位置を

白色の点で示している。また、周囲の非自動走行車両の中で監視対象として選定された車

両を赤色の点で、選定されなかった車両を水色の点で示す。なお、視認性の観点から、地

図上にプロットされている点は 5m 間隔で車両を配置しているが、除去率及び再現率/適

合率の算出時には、上述の通り、実際の交通状況を模擬した配置の値を用いている。以降

の抽出結果の図においても同様に措置をとっている。 

 

 

図 5.1.5-9 関連車両の抽出結果例  
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高速道ジャンクション：三叉 

 

三叉形状の高速道ジャンクションにおける実走行データによるシミュレーション結果を

示す。 

 

江北ジャンクション 

江北ジャンクションにおけるシミュレーション結果を示す。図 5.1.5-10 の走行経路を自

動走行車両が走行したと想定して、周囲の非自動走行車両の中から関連車両を抽出するシ

ミュレーションを実施した。正解軌跡を用いた関連車両の抽出結果を地図上にプロットし

たものを図 5.1.5-11 に、実走行データによる抽出結果を単一の道路リンク ID を送信した

際の結果は図 5.1.5-12、複数の道路リンク ID の場合を図 5.1.5-13、区間 ID においても

単一の ID を送信した時のものを図 5.1.5-14 に、複数の ID を送信した場合のものを図 

5.1.5-15 に示す。算出した除去率の結果を道路リンク ID 方式と区間 ID 方式の両者を自

車位置毎にプロットしたものを図 5.1.5-16 に示し、単一 ID の送信時と複数 ID 送信時の

比較を行う。また、道路リンク ID 方式の再現率／適合率を自車位置毎にプロットしたも

のを図 5.1.5-17 に、区間 ID 方式の結果は図 5.1.5-18 に示す。 

 

 

図 5.1.5-10 江北ジャンクション:自動走行車両の走行経路 

  

━ 走行位置 

● 分岐 

● 合流 
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  自車位置:9    自車位置:12 

    

  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:26 

図 5.1.5-11 江北ジャンクション:正解軌跡による抽出結果 
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  自車位置:9    自車位置:12 

    

  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:26 

図 5.1.5-12 江北ジャンクション:単一道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:9    自車位置:12 

    

  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:26 

図 5.1.5-13 江北ジャンクション:複数道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:9    自車位置:12 

    

  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:26 

図 5.1.5-14 江北ジャンクション:単一区間 ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:9    自車位置:12 

    

  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:26 

図 5.1.5-15 江北ジャンクション:複数区間 ID 送信時の抽出結果 
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単一 ID 

 

複数 ID 

図 5.1.5-16 江北ジャンクション:除去率 
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単一道路リンク ID 

 

複数道路リンク ID 

図 5.1.5-17 江北ジャンクション:道路リンク ID 方式の再現率／適合率 
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単一区間 ID 

 

複数区間 ID 

図 5.1.5-18 江北ジャンクション:区間 ID 方式の再現率／適合率 
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高速道ジャンクション：四叉 

 

四叉形状の高速道ジャンクションにおける実走行データによるシミュレーション結果を

示す。 

 

鶴ヶ島ジャンクション 

鶴ヶ島ジャンクションで、図 5.1.5-19 の走行経路を自動走行車両が走行したと想定し

て、関連車両の抽出を行った。正解軌跡による抽出結果を図 5.1.5-20 に、実走行データ

による抽出結果を単一の道路リンク ID 送信時の結果を図 5.1.5-21、複数の場合を図 

5.1.5-22、単一の区間 ID 送信時のものを図 5.1.5-23 に、複数の区間 ID 送信時のものを

図 5.1.5-24 に示す。自車位置毎の除去率の結果を図 5.1.5-25 に示す。再現率／適合率に

関しては、道路リンク ID 方式の結果を図 5.1.5-26 に、区間 ID 方式の結果を図 5.1.5-27

に示す。 

 

 
図 5.1.5-19 鶴ヶ島ジャンクション:自動走行車両の走行経路 

 

  

━ 走行位置 

● 分岐 

● 合流 
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  自車位置:10    自車位置:12 

    

  自車位置:14    自車位置:16 

    

  自車位置:18    自車位置:20 

図 5.1.5-20 鶴ヶ島ジャンクション:正解軌跡による抽出結果 
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  自車位置:10    自車位置:12 

    

  自車位置:14    自車位置:16 

    

  自車位置:18    自車位置:20 

図 5.1.5-21 鶴ヶ島ジャンクション:単一道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:10    自車位置:12 

    

  自車位置:14    自車位置:16 

    

  自車位置:18    自車位置:20 

図 5.1.5-22 鶴ヶ島ジャンクション:複数道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:10    自車位置:12 

    

  自車位置:14    自車位置:16 

    

  自車位置:18    自車位置:20 

図 5.1.5-23 鶴ヶ島ジャンクション:単一区間 ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:10    自車位置:12 

    

  自車位置:14    自車位置:16 

    

  自車位置:18    自車位置:20 

図 5.1.5-24 鶴ヶ島ジャンクション:複数区間 ID 送信時の抽出結果 
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単一 ID 

 

複数 ID 

図 5.1.5-25 鶴ヶ島ジャンクション:除去率 
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単一道路リンク ID 

 

複数道路リンク ID 

図 5.1.5-26 鶴ヶ島ジャンクション:道路リンク ID 方式の再現率／適合率 
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単一区間 ID 

 

複数区間 ID 

図 5.1.5-27 鶴ヶ島ジャンクション:区間 ID 方式の再現率／適合率 
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三郷ジャンクション 

三郷ジャンクションでのシミュレーションにおいては、図 5.1.5-28 で示した経路を走行

すると想定して、関連車両の抽出を行った。正解軌跡による抽出結果を図 5.1.5-29 に、

実走行データによる抽出結果を単一の道路リンク ID 送信時の結果を図 5.1.5-30、複数の

場合を図 5.1.5-31、単一の区間 ID 送信時のものを図 5.1.5-32 に、複数の区間 ID 送信時

のものを図 5.1.5-33 に示す。自車位置毎の除去率の結果は図 5.1.5-34 に示す。再現率／

適合率の結果については、道路リンク ID 方式は図 5.1.5-35 に、区間 ID 方式は図 

5.1.5-36 に示す。 

 

 

図 5.1.5-28 三郷ジャンクション:自動走行車両の走行経路 

  

━ 走行位置 

● 分岐 

● 合流 
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  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:24 

    

  自車位置:27    自車位置:30 

図 5.1.5-29 三郷ジャンクション:正解軌跡による抽出結果 
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  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:24 

    

  自車位置:27    自車位置:30 

図 5.1.5-30 三郷ジャンクション:単一道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:24 

    

  自車位置:27    自車位置:30 

図 5.1.5-31 三郷ジャンクション:複数道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:24 

    

  自車位置:27    自車位置:30 

図 5.1.5-32 三郷ジャンクション:単一区間 ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:15    自車位置:18 

    

  自車位置:21    自車位置:24 

    

  自車位置:27    自車位置:30 

図 5.1.5-33 三郷ジャンクション:複数区間 ID 送信時の抽出結果 
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単一 ID 

 

複数 ID 

図 5.1.5-34 三郷ジャンクション:除去率 
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単一道路リンク ID 

 

複数道路リンク ID 

図 5.1.5-35 三郷ジャンクション:道路リンク ID 方式の再現率／適合率 
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単一区間 ID 

 

複数区間 ID 

図 5.1.5-36 三郷ジャンクション:区間 ID 方式の再現率／適合率 
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一般道：立体交差 

 

一般道立体交差における実走行データによる関連車両の抽出シミュレーションを実施し

た。なお、一般道立体交差では、区間 ID 方式でのシミュレーションは行なわない。 

 

練馬北町陸橋交差点 

練馬北町陸橋交差点でのシミュレーションにおいては、図 5.1.5-37 で示した経路を走行

すると想定して、関連車両の抽出を行った。正解軌跡による抽出結果を図 5.1.5-38 に、

実走行データによる抽出結果を単一の道路リンク ID 送信時の結果を図 5.1.5-39、複数の

場合を図 5.1.5-40 に示す。自車位置毎の除去率の結果は図 5.1.5-41 に、再現率／適合率

の結果を図 5.1.5-42 に示す。 

 

 

図 5.1.5-37 練馬北町陸橋交差点:自動走行車両の走行経路 

  

━ 走行位置 
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  自車位置:6    自車位置:7 

    

  自車位置:8    自車位置:9 

    

  自車位置:10    自車位置:11 

図 5.1.5-38 練馬北町陸橋交差点:正解軌跡による抽出結果 
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  自車位置:6    自車位置:7 

    

  自車位置:8    自車位置:9 

    

  自車位置:10    自車位置:11 

図 5.1.5-39 練馬北町陸橋交差点:単一道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:6    自車位置:7 

    

  自車位置:8    自車位置:9 

    

  自車位置:10    自車位置:11 

図 5.1.5-40 練馬北町陸橋交差点:複数道路リンク ID 送信時の抽出結果 

 

 

  



 

 

102 
 

 

単一 ID 

 

複数 ID 

図 5.1.5-41 練馬北町陸橋交差点:除去率 
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単一道路リンク ID 

 

複数道路リンク ID 

図 5.1.5-42 練馬北町陸橋交差点:道路リンク ID 方式の再現率／適合率 
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赤坂見附交差点 

赤坂見附交差点でのシミュレーション結果を示す。図 5.1.5-43 で示した経路を走行する

と想定して、関連車両の抽出を行った。正解軌跡による抽出結果を図 5.1.5-44 に、実走

行データによる抽出結果を単一の道路リンク ID 送信時の結果を図 5.1.5-45、複数の場合

を図 5.1.5-46 に示す。自車位置毎の除去率の結果は図 5.1.5-47 に、再現率／適合率の結

果を図 5.1.5-48 に示す。 

 

 

図 5.1.5-43 赤坂見附交差点:自動走行車両の走行経路 

  

━ 走行位置 
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  自車位置:4    自車位置:6 

    

  自車位置:8    自車位置:10 

    

  自車位置:12    自車位置:14 

図 5.1.5-44 赤坂見附交差点:正解軌跡による抽出結果 
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  自車位置:4    自車位置:6 

    

  自車位置:8    自車位置:10 

    

  自車位置:12    自車位置:14 

図 5.1.5-45 赤坂見附交差点:単一道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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  自車位置:4    自車位置:6 

    

  自車位置:8    自車位置:10 

    

  自車位置:12    自車位置:14 

図 5.1.5-46 赤坂見附交差点:複数道路リンク ID 送信時の抽出結果 
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単一 ID 

 

複数 ID 

図 5.1.5-47 赤坂見附交差点:除去率 
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単一道路リンク ID 

 

複数道路リンク ID 

図 5.1.5-48 赤坂見附交差点:道路リンク ID 方式の再現率／適合率 
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5.1.5.4. 考察 

 

実走行データによるシミュレーション結果について考察を行う。 

除去率については、道路モデルを利用したシミュレーション同様、全体的に道路リンク

ID 方式の除去率が高いことが確認できた。ジャンクションに進入する手前および通過後

において除去率が 50%程度まで減少している箇所がみられるが、直線区間において、対

向車線側を走行している車両を監視対象から除外できていることを示している。 

単一 ID 送信時の結果を見ると、再現率が 100%になっていない場所があることがわか

る。例えば、鶴ヶ島ジャンクションの図 5.1.5-26、図 5.1.5-27 の自車位置 13 付近等がそ

うである。これは、緩やかに分岐する地点において、送信側の非自動走行車両が走行して

いる道路の特定を誤ったために、実際に走行している道路とは異なる道路特定情報を送信

した結果、本来監視対象となるべき関連車両を見逃していることを意味する。同地点にお

いて、複数 ID を送信した際の再現率を見ると、道路リンク ID 方式及び区間 ID 方式どち

らにおいても再現率は 100%となっており、関連車両の見逃しを抑止できていると言え

る。適合率に関しては悪化が見られるが、これは、本来監視対象でない道路を走行してい

る車両が、監視対象となる道路を走行している（可能性がある）という情報を送信したこ

とにより、関連車両として抽出されるためである。しかし、この複数 ID 送信時の除去率

を見ると、先述の例の地点においても、道路リンク ID 方式で 60%程度、区間 ID 方式で

45%程度となっており、一定量の処理負荷の軽減効果は得られるものと考えられる。 

非自動走行車両の位置精度では道路の特定が困難な地点においても、複数 ID を送信す

ることで、周囲の非自動走行車両の見逃しを抑止でき、且つ効率的に関連車両の抽出が行

えていることを確認できた。 
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5.1.6. 通信フォーマットの検討 

 

これまでの項での検討により、道路特定情報による関連車両の抽出が効果的であること

が確認できた。本項では、この道路特定情報を表現する上で必要な情報量について整理

し、車車間通信メッセージガイドライン ITS FORUM RC-013 への格納可否についての

検討を行う。また、走行中の道路の特定が困難な場合での運用方法を提示し、実環境にお

いても利用可能であることを示す。 

 

5.1.6.1. 車車間通信メッセージへの付加データ要素 

 

車車間通信メッセージへ付加すべきデータ要素について述べる。前項のシミュレーショ

ンにより、走行中の道路を一意に特定できない場合に、複数候補の道路識別情報を格納す

ることの有効性を示した。そのため、道路特定情報として複数の候補を格納可能とする格

納データ要素を示す。共通 ID のバージョン情報等は、後述するデータのバージョンが

ID の永続性の保証期間外の場合への対処により、不要となる。 

以上より、車車間通信メッセージに格納すべきデータ要素は、以下となる。 

 

・道路特定情報数 

・道路特定情報（上記道路特定情報数の個数分格納する） 

 

5.1.6.2. 車車間通信メッセージへの付加データサイズ 

 

本研究では共通に利用可能な道路特定情報として、道路リンク ID、区間 ID を候補とし

た。本項では、それぞれの方式の共通 ID を表現する上で必要な情報量について、道路リ

ンク ID としては VICS リンク番号を対象として述べる。車車間通信メッセージガイドラ

イン ITS FORUM RC-013 において、この道路特定情報を格納する領域として自由領域

を対象とした。 

まず、これらの道路特定情報は、2 次メッシュコードと、そのメッシュ内 ID として定義

されている点で共通な構造を持っている。以下では、それぞれについて必要なデータサイ

ズについて検討する。 

2 次メッシュのコードを表現するのに必要な情報量については、国内での 1 次メッシュ

の南北の最小値は 30、最大値は 68 であるため、最大値と最小値の差は 38 である。この

範囲を表現するためには最低 6bit 必要である。1 次メッシュの東西も同様に国内では、

最小値は 22、最大値は 48 で両者の差は 26 であるため、最低 5bit で表現できる。同一 1

次メッシュ内の 2 次メッシュは 8×8 の 64 の領域に分割されているため、64 の範囲を表

現できる 6bit を確保する必要がある。よって 2 次メッシュコードを表現するためには、

これらを加算して計 17bit を要することが分かる。メッシュ内 ID の範囲に関しては各方

式によって異なるが VICS リンクのメッシュ内 ID は 12bit で表現できる[14]。区間 ID は

5 桁の十進数で表現されるため、17bit で表現可能である。このメッシュ内 ID に進行方

向の正順、逆順を区別するための 1bit を追加すると一意に道路を特定できる ID を得るこ

とができる。道路特定情報毎の情報量を示した表を表 5.1.6-1 に示す。 
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表 5.1.6-1 道路特定情報毎の情報量 

 2次メッシュコード メッシュ内 ID 進行方向 計 

VICSリンク番号 
17bit 

12bit 
1bit 

30bit 

区間 ID 17bit 35bit 

 

車車間通信メッセージガイドライン ITS FORUM RC-013 では自由領域にデータを格納

する際に、個別アプリデータ長を定義するが、そのデータ長から格納道路特定情報数を得

ることが可能であるため、省略することを前提とする。道路特定情報の最大格納数を 2

と仮定しても、区間 ID の場合は 70bit となり、自由領域に格納可能である。 

VICS リンクに関しては、一つのリンクの進行方向に対する長さが本研究で定義した道

路リンクと比較して長い傾向にあるが、リンクの始点からの距離を追加して格納すること

で、相手車両側で VICS リンク中のどの辺りに位置しているかが判断できるため、より細

かい粒度の道路リンクに分割して関連車両の抽出が可能であると考えられる。そのため、

VICS リンクを使用する際には、車車間メッセージにリンクの始点からの自車両のいる距

離を追加することも効果的であると考えられる。 

また、本研究の用途においての道路特定情報は、車車間通信の到達範囲で一意となれば

よいため、2 次メッシュコードすべてを送らず、上位 bit の情報を省略することで、デー

タサイズを圧縮できる可能性がある。但し、区間 ID は 2 次メッシュ境界でノードが配置

されないため、遠方の 2 次メッシュコードを持つ区間 ID が近辺に存在する可能性がある

ため、上記方法での圧縮はできない。 

 

5.1.6.3. 道路不定時の運用方法 

 

実用上においては、車両が走行中の道路を特定が困難な場合が存在する。そのような際

には、道路特定情報を不定として送信し、受信車両は常にこれらの車両を監視対象である

と判断し、関連車両の見逃しを抑止する。想定される道路特定情報が不定となる場合を以

下に述べる。 

 

・道路特定情報が多数となる場合 

候補となる道路が複数存在する際に、複数の道路識別情報を格納することの有効性

に関しては上述したが、道路環境によって候補となる道路が一定数以上存在し、確

度の高い道路が絞りきれない際には、道路特定情報を不定として送信し、該当車両

を監視対象として残すことが有効である。 

 

・位置精度が著しく悪化している場合 

非自動走行車両のおいては、GPS の受信状況によって位置精度が著しく悪化する

場合がある。GPS の受信状況から得られる誤差範囲が閾値以上の場合は、道路特

定情報を不定とする必要があるが、さらに送信される位置情報そのものの信頼性が

低いため、このような車両の情報を受信した自動走行車両は周囲に危険な車両が存

在する可能性に留意し、自律センサによる検出で補間するものとする。 
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・データのバージョンが ID の永続性の保証期間外の場合 

道路特定情報として利用する共通 ID のデータの更新時において、新規に道路がで

きた場合などに、既存の道路に対してもこれまでの道路に割り振られていた ID が

変更され、データのバージョン間で同一道路の ID が異なる場合がある。この際、

以前使用していた ID はその後のデータでは一定期間欠番にすることで、期間内で

あれば同一の ID に対して異なる道路を指してしまう状況は回避できる。そのた

め、送信側のバージョンが古く受信側のデータでは欠番となっている ID の場合は

強制的に監視対象として扱い、また、送信側のバージョンが新しく受信側が古い場

合も、受信側で対応のとれない ID は強制的に監視対象とすることで、関連車両の

見逃しを防ぐことができる。しかしながら、送信側のデータが ID の欠番期間より

以前のバージョンのデータであった場合は、誤った道路を示すことが想定されるた

め、送信側でデータのバージョン番号から事前に判断し、道路特定情報を不定とし

て送信することが必要である。 

 

このように、本研究で研究対象とした道路特定情報による関連車両の抽出手法は、非自

動走行車両が走行中の道路を特定できない場合においても、上記の適切な運用を行うこと

で、実環境においても利用可能な手段であることが示せた。 
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5.2. 第５章まとめ 
 

本研究では関連車両を効率的に抽出するための情報として、道路特定情報（車両が走行

している道路を特定するための情報）を車車間通信メッセージに付加した際の関連車両の

抽出効果を評価した。 

評価を行うにあたっては、まず関連車両の抽出を行う上で道路特定情報に必要な要件を

定義し、道路特定情報として適切な方式を選定した。 

ついで、高速道のジャンクションや立体交差の典型例について道路モデルを作成し、理

想的な条件下においての抽出効果をシミュレーションにて確認した後に、実走行データを

取得してシミュレーションを行い、実環境下での抽出効果を評価した。緩やかに分岐して

いる箇所など非自動走行車両の位置精度では、走行中の道路が一意に特定することが難し

い場所があることが昨年度の研究結果からも確認できているが、このような場所では、送

信する道路特定情報を最も確からしい一つに絞るのではなく、可能性のある複数の道路特

定情報を送信することで、見逃しを抑止でき且つ効率的に関連車両の抽出が行えることを

確認した。 

以上により、実環境においても、道路特定情報を利用することで関連する車両を見落と

さずに抽出しつつ、関連のない車両を程度良く効率的に除去することができることを確認

した。 

最後に、車車間通信メッセージに道路特定情報を格納する際に適切なフォーマットにつ

いて検討を行った。 

本研究で検討した道路特定情報は現行の車車間通信メッセージの枠組みを変えること無

く、自由領域を使用することで利用可能なものである。 

本研究で対象とした道路特定情報は、自動走行用の地図データとして検討されているダ

イナミックマップでも対象となっており[15]、今後の自動走行用の車車間通信メッセージ

の策定にあたっては、基本情報として盛り込まれることを期待する。 
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第6章 研究発表などの成果 

 

6.1. 研究発表 
 

・査読付き誌上発表論文数 

実績 0 件 

・査読付き口頭発表論文数 

実績 0 件 

・その他の誌上発表数 

実績 0 件 

・口頭発表数 

実績 0 件  

 

6.2. 特許出願 
 

・特許取得数 

実績 0 件 

・特許出願数 

実績 0 件 
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6.3. 第６章まとめ 
 

 平成 28 年度 

実績* 

パイオニア(株) 他 

研究機関 

特許取得数 

(うち海外分) 

0 件 

(0 件) 

0 件 

(0 件) 

0 件 

(0 件) 

特許出願数 

(うち海外分) 

11 件 

(1 件) 

0 件 

(0 件) 

11 件 

(1 件) 

査読付き誌上発表 

論文数 

(うち海外分) 

1 件 

(1 件) 

0 件 

(0 件) 

1 件 

(1 件) 

査読付き口頭発表 

論文数 

(うち海外分) 

6 件 

(6 件) 

0 件 

(0 件) 

6 件 

(6 件) 

その他誌上発表数 

(うち海外分) 

2 件 

(0 件) 

0 件 

(0 件) 

2 件 

(0 件) 

口頭発表数 

(うち海外分) 

19 件 

(3 件) 

0 件 

(0 件) 

19 件 

(3 件) 

報道発表数 

(うち海外分) 

0 件 

(0 件) 

0 件 

(0 件) 

0 件 

(0 件) 

       *共同研究全体の目標・実績を示す。 
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第7章 その他研究開発活動 

 

7.1. ビジネスプロデューサ会議 
 

7.1.1. 会議の概要 

 

ビジネスプロデューサ会議の位置付け・役割、実施期間、開催回数、構成員について、

以下に示す。 

7.1.1.1. 位置付け 

会議の位置付けは、以下のとおりである。 

 

【ビジネスプロデューサ会議の位置付け】 

研究開発内容に関連する市場動向、技術動向、国際標準化動向等を俯瞰的に見た上

で、事業計画や事業進捗状況に対する総括を行う。 

 

なお、研究開発体制は下図に示すとおりである。 

 

 

図 7.1.1-1 研究開発体制 

ビジネスプロデューサ会議

総合ビジネスプロデューサ

ビジネスプロデューサ

研究開発主体

研究開発運営委員会

委員長：東京大学須田教授

名古屋大学山里敬也教授

広島大学藤原章正教授

代表研究責任者

トヨタ自動車

マツダ

代表研究責任者

研究リーダ（4名）

進捗状況に
対する総括

進捗報告

進捗
報告

助言
意見
提示

総合ビジネスプロデューサ

代表研究責任者
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7.1.1.2. 期間 

 

会議の開催期間は、研究開発期間に合わせ、平成 26 年度から平成 28 年度までの三ヵ年

とした。 

 

7.1.1.3. 回数 

 

会議開催回数は、毎年 3 回実施し、三カ年で計 9 回とした。 

 

7.1.1.4. 開催時期 

 

会議の開催時期は、概ね研究開発運営委員会の開催前のタイミングで適宜開催した。 

 

7.1.1.5. 構成員 

 

会議の構成員は、以下に示すとおりである。 

 

表 7.1.1-1 ビジネスプロデューサ会議の構成員 

立場 所属 氏名 

総合ビジネスプロデューサ 

（外部機関） 
株式会社三菱総合研究所 杉浦 孝明 

ビジネスプロデューサ 

（各研究機関より研究開発

に直接携わっていない者） 

株式会社デンソー 伊藤 敏之 

パナソニック株式会社 阿部 朋明 

株式会社パイオニア 柴崎 裕昭 

国立大学法人電気通信大学 藤井 威生 

代表研究責任者 株式会社デンソー 難波 秀彰 
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7.1.2. 会議における検討事項と三ヵ年の計画 

 

三ヵ年に亘るビジネスプロデューサ会議では、下表に示す①～⑦の 7 項目について検

討・総括を実施することを予定している。なお、各項目の実施時期については、平成 26

年度に②・③・⑤・⑦、平成 27 年度に①・②・⑤・⑦、平成 28 年度に④・⑤・⑥・⑦

を実施した。 

 

表 7.1.2-1 検討・総括事項と実施時期 

検討・総括事項 
実施時期 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

①市場動向調査※1  ○  

②技術動向調査※1、※2 ○ ○  

③国際標準化に関する戦略の検討 ○   

④知的財産権に関する戦略の検討   ○ 

⑤研究開発計画・取り組みの進捗状
況に対する総括（改善意見の提示
等） 

○ ○ ○ 

⑥研究開発機関以外における利活用
方策の検討 

  ○ 

⑦取り組みの進捗状況説明資料のオ
ーソライズ（概要版・詳細版） 

○ ○ ○ 

※1：①市場動向調査、及び②技術動向調査については、日本国内に限らず適宜海外動向も
把握する。 

※2：②技術動向調査は、平成 26 年度は北米における 5.9GHz を活用した車車間・路車間通
信の研究開発動向等を中心に調査し、平成 27年度は、通信技術全般に係る動向を調査
することを予定。 

 

なお、本年度に実施した④知的財産権に関する戦略の検討及び⑥研究開発機関以外にお

ける利活用の検討については、以下に示す内容について調査検討を実施した。 

 

7.1.2.1. 知的財産権に関する戦略の検討 

 

現状における、車車間通信や路車間通信に関わる知財の申請状況／取得状況について情

報収集を行い、分野の類型化と当該分野における出願件数、経年的な傾向等について分析

を行った。分析結果に基づき、今後の技術開発の方向性について検討を行った。 
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7.1.2.2. 研究開発機関以外における利活用方策の検討 

 

これまでの研究開発の成果に関するビジネスプロデューサ会議の視点での議論にあた

り、研究開発の内容等について各社の研究担当者の意見を踏まえ、取りまとめを行った。 

それを踏まえて、研究開発機関以外における利活用も含め、今後の研究開発成果の利活用

や研究開発の深度化の方向性を検討した。 

 

7.1.3. 平成 28 年度の会議の開催状況 

 

平成 28 年度のビジネスプロデューサ会議は、以下に示す日程及び次第で開催した。 

 

表 7.1.3-1 平成 27 年度のビジネスプロデューサ会議の開催状況 

回 開催日 議題 

第 1回会議 平成 28年 6月 17日（木） 
1）平成 28年度の実験計画 

2）今年度のビジネスプロデューサ会議の進め方 

第 2回会議 
平成 28 年 11 月 14 日
（月） 

1）知的財産権に関する戦略検討について 

2）プロジェクトの成果と今後の課題について 

3）BP会議の成果とりまとめの方向性について 

第 3回会議 平成 29年 2月 15日（水） 1）BP会議の成果とりまとめについて 

 

なお、関連する研究開発運営委員会は、以下に示す日程で開催した。 

 

表 7.1.3-2 平成 27 年度の研究開発運営委員会の開催状況 

回 開催日 

第 1回会議 平成 28年 6月 28日（水） 

第 2回会議 平成 28年 11月 23日（水） 

技術討論会 平成 29年 3月 6日（月） 
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7.2. 「自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発」研究 

開発運営委員会 
 

本研究領域の実施にあたり、当該領域における技術展望や市場環境、リアルタイムの国

際競争力分析等、広範な知見・見識を有する専門家や有識者からの助言は不可欠である。

また、本研究開発は複数の研究機関が参加するため、共同提案機関が可能な範囲で評価す

べき項目を把握し、研究員同士の情報共有を図るだけでなく、異なる規格の相互接続性を

実現させるための要素技術間の調整、成果のとりまとめ等を円滑にすすめ、最大限の研究

成果を結実させる、第三者の公平かつ冷静な評価や偏りのない指導を頂く必要があると考

えている。 

本共同研究では、学識経験者、有識者が参画する委員会を設置し、総合的な研究協力体

制を構築した。 

 

委員構成（委員長以外は五十音順） 

委員長  須田 義大（東京大学 教授） 

委員   末木 隆 （トヨタ自動車株式会社 室長） 

藤原 章正（広島大学 研究科長） 

山里 敬也（名古屋大学 教授） 

山本 康典（マツダ株式会社 研究長） 

 

実施状況 

第一回  6 月 28 日 16 時～18 時 AP 品川アネックス会議室 

各社の実証計画を説明しご意見を頂いた。 

第二回 11 月 24 日 11 時～12 時 30 分 TKP 新橋汐留ビジネスセンター会議室 

各社の実施状況と今後の予定を説明しご意見を頂いた。 

第三回  3 月 23 日 10 時～12 時 AP 品川会議室 

今期の各社の実証結果を報告し、質疑および今後に向けて等のご意見を頂いた。 

 

なお、参考に議事録を掲載する。 
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7.3. SIP 総 1 ウ 研究開発運営委員会「技術討論会」 

 

4 研究機関の研究内容の相互理解と研鑚および若手研究員の人材育成のため、技術討論

会を実施した。本年度は研究開発受託最終年度のため発表は、それぞれの研究機関の研究

責任者が行った。 

 

実施状況 

3月 6日 13時～16時 30分 AP 東京丸の内会議室 

 

なお、参考に議事録を掲載する。 
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7.4. 一般公開講演会「情報通信が支える次世代のＩＴＳ」 

 

総務省がこれまで取り組んできた ITS（Intelligent Transport Systems：高度道路交通

システム）関係の制度整備や今年度の委託研究等の成果を広く紹介するとともに、今後の

ITS を支える情報通信技術に関する最新の取組動向についてアピールすることを目的とし

て、昨年度に引き続き、講演会「情報通信が支える次世代の ITS」が開催された。会場で

は関連機器展示も行われ、当社もパネル展示や車載機展示等を実施した。 

 

実施状況 

3 月 15 日 13 時 30 分～18 時 30 分 日経ホール 

 

当社展示内容 

・当社の今年度の研究概要を示した説明パネル 

・仮説で検討した付加情報を使った机上シミュレーションおよび実走行データでのシ 

ミュレーション結果を基にした PC デモを行った。 

 

 

第8章 おわりに 

 

本研究を遂行するにあたり、多大な御指導と御協力を項きました関係省庁、運営委員会

諸先生方、関連委員会、各社の皆様に、格別の謝意を表します。 

 


